
令和８年度 実証事業１次公募採択案件

地域通信振興課

地域社会DX推進パッケージ事業



衛星直接通信を活用したドローンポート展開による社会インフラ基盤構築

実施体制
（下線：代表機関）

KDDI株式会社、KDDIスマートドローン株式会社、MODE,Inc、石川県、徳島県、北海道、滋賀県、南房総市 実証地域
石川県、徳島県、北
海道、滋賀県、千葉
県南房総市

目標

①災害時には二次災害の危険性や通信断等によって初動の状況把握が遅れるという課題が存在する。有事の初動対応
及び救助・復旧計画策定の迅速化に資するよう、衛星直接通信で通信冗長性を確保し、ドローンポートからドローンを遠
隔運航することを目指す。
②インフラ設備の老朽化・人口減少/高齢化による担い手不足が顕在化しインフラの維持管理負荷が増大しているという
課題が存在する。現地巡視・点検・監視業務の省力化に資するよう、衛星直接通信で通信冗長性を確保してドローン
ポートからドローンを遠隔運航することを目指す。

通信技術 衛星直接通信

実証概要
ドローンポートを全国に面展開し、平時や災害時、不感地帯を問わず、あらゆるユーザーが、その必要性に応じドローンをサービスとして活用可能にすることで、様々な
地域課題の解決を目指す。本実証では環境条件(地勢・気候等)によって通信品質が異なる可能性がある衛星直接通信の活用において、環境条件とユースケース
毎に衛星直接通信・4G LTE・5G・Wi-Fiの最適な組み合わせ・運用を検証する。また、有事・平時でフェーズフリーにドローンをシェアリングする事業モデルは前例がなく
横展開可能なユースケース開拓と、複数ユーザーによる多用途利用を安定的に運用できるID管理等の基盤整備を開発し、有効性を検証する。
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福井県、埼玉県秩父市横展開候補先

通信検証イメージ

4G LTE・5G通信の不感地帯において
ドローンの通信接続を維持して遠隔運
航を行う為に、衛星直接通信を活用し
た通信冗長性の確保を検証する。
4G LTE・5G通信と衛星直接通信のハン
ドオフを含めた運用や接続性を評価する。

Cloud

遠隔操作

・自動飛行
・PC上での手動操作
・撮像データ確認
・ダウンロード etc…

上空電波
(４G LTE/5G)データアップロード・

リアルタイム映像配信

飛行指示後、フライトプランに沿って自動飛行（手動介入も可）
飛行終了後ドローンはポートに自動帰還しデータアップロード

2.4GHz/
5.7GHz

Starlink

衛星直接通信

緯度・地勢等、様々な環境下にて、ドローンポート・
衛星直接通信を活用しながら複数ユースケースを検証する。
あわせてドローンポートの実用性を評価し、全国社会実装
を進める

接続切り替え 通信帯域 接続性

時間

接続

切断

通信技術

衛星直接
通信

4G LTE
/5G

実証イメージ

検証ユースケースの例

橋梁・道路・河川等
のインフラ点検

南海トラフ地震や台風・豪雨
発生時の被害状況確認

湖の水草やアオコの
繁殖状況確認

施設の侵入者監視

クマなどの鳥獣対策



次世代通信技術「HAPS」を基盤としたフェーズフリーなソリューションの社会実装による新たな地域経済の共創・持続・成長に向けた実証事業

実施体制
（下線：代表機関）

NTTドコモビジネス
NTTドコモ、石川県、仙台市、珠洲市、金沢大学、東北大学、MizLinx、エクシオグループ、ミライト・ワン、国際航業、
ポケット・クエリーズ、NICT、Highlanders、セントラルヘリコプターサービス、東北エアサービス、ヤマト運輸宮城主管支店、
プライマル

実証地域
石川県能登地域
（珠洲市周辺）
宮城県仙台市周辺

目標
人口減少・労働供給制約下における新たな地域経済の共創と持続的成長に向け、「HAPS」を通信基盤としたIoTや、
フィジカルAI等を活用したフェーズフリーなソリューションの実装により、一次産業をはじめとした地域の生業を守ることや、
物流・医療などエッセンシャル産業の高付加価値化、自然災害等に対応できる「地域/都市レジリエンス」の確立をめざす

通信技術 HAPS

実証概要
HAPSを活用したフェーズフリーかつ多様なソリューションの社会実装には、通信/センシング/ペイロードの品質確保や地上網連携、安定的・効率的な運航オペレーションの確立
が課題。国内初となるHAPSの社会実装に向けて、段階的に技術検証・ソリューションの有用性検証を実施する。
1年目：基本性能の技術検証とIoTやセンシングによるデジタライゼーションをメインとしたユースケースの実証
2年目：1年目の技術検証成果を礎にした地上網との融合に向けた技術検証と、フィジカルAIを融合したDX/AXを実現するユースケースの検証
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下記プログラム/協議会参加団体など、本取組で実証するユースケースの導入ニーズある全国の企業や自治体などを想定。
・能登HAPSパートナープログラム(https://www.docomo.ne.jp/info/news_release/2025/03/03_02.html)
・仙台市×東北大学スマートフロンティア協議会(https://sendai-tokku.jp/smart-frontier-sendai/)

横展開候補先

＜実証イメージ＞

一次産業省人化 インフラモニタリング 災害状況モニタリング 獣害対策

成層圏観測

2年目：宮城県仙台市周辺1年目：石川県能登地域（珠洲市等）

HAPS×IoT等を活用した
条件不利地域の通信強靭化、
生業の再興・持続の実現 ドクターヘリ

ドローン物流

HAPS×フィジカルAI等を活用した
エッセンシャル産業の高付加価値化、
新しい都市レジリエンスの実現

次世代通信技術
「HAPS」



850MHz帯Wi-Fi HaLowとAI監視によるロボットトラクタを利用した長いも栽培の省人化の実証

実施体制
（下線：代表機関）

帯広市川西農業協同組合、帯広畜産大学、ヤンマーアグリ株式会社、ヤンマーアグリジャパン株式会社、株式会社ズ
コーシャ、有限会社トラスト機工、株式会社フクザワ・オーダー農機、東洋農機株式会社、NECネッツエスアイ株式会社、
NECソリューションイノベータ株式会社、株式会社レイシック、日本電気株式会社、帯広市、北海道十勝総合振興局、
株式会社NTT e-Drone Technology（2年目より）

実証地域 帯広市

目標
大規模長いも栽培においてロボットトラクタ等の自動化技術を導入し、省力化・省人化の実現を目指す。その実現には、
経済的かつ安定的な通信環境の構築が不可欠であることから、850MHz帯Wi-Fi HaLowの実装検証を実施し、持続可
能な営農の確立を図る。

通信技術 850MHz帯
Wi-Fi HaLow

実証概要
850MHz帯Wi-Fi HaLowの活用により送信時間制限が解消され、最大1000mの長距離における安定的な映像通信が可能となることから、ロボットトラクタの遠隔監視・制御
に必要な通信性能の確保可否を検証
十勝地域の大規模畑作圃場では最大約1000mの通信距離を要することを踏まえ、Wi-Fi HaLowとAI監視の組合せによりロボットトラクタ等を活用した無人作業の安全性・
確実性を向上させ、農作業全体の安全性を評価
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JA帯広かわにし長いも生産者、十勝管内他JA・農業団体への展開横展開候補先

• 長いも栽培における①耕うん・整地、②施肥・整地、③播種時の
トレンチャ、④支柱立て、⑤収穫の一連作業に無人ロボットトラク
タを活用

• ロボットトラクタは同一・隣接圃場において①②⑤の作業では複
数台での同時作業を実施

• ロボットトラクタの監視制御には現行は2.4GHz帯Wi-Fiを利用し
ているが、通信距離は約100mに制約されるため、一辺500mを
超える大規模圃場では利用が制限

• 本実証では850MHz帯Wi-Fi HaLowを活用し、ロボットトラクタ
とコントローラの通信距離を1000mに拡大して、①②③⑤の作
業をロボットトラクタで実施

• 特に④⑤の作業では作業員が複数存在することから、AIによる
作業監視を導入し、ロボットトラクタ作業の安全性向上と農作業
安全の確保を図る

• ②の作業においてドローンの空撮土壌マップを解析してロボットトラ
クタと可変施肥機の連携による無人可変散布を実現



福島県 只見町における次世代高速通信基盤（IOWN/APN）を用いた遠隔診療の実証事業
実施体制
（下線：代表機関）

DeNA、アルム、NTT、只見町 実証地域 福島県只見町

目標
福島県只見町は、高齢化率が48.9％で、広大な森林地帯に住民が点在するへき地。住民は、冬期の豪雪や二次交通
の制約等により、唯一の診療所へのアクセス課題を抱える。本実証では、Doctor to Patient with Nurse(看護師等が同
席するオンライン診療)モデルでの遠隔診療を実装し、医療アクセスの改善及び診療頻度向上への効果を検証する。

通信技術 IOWN/APN

実証概要
只見公民館及び布沢簡易郵便局横に設置した医療コンテナに、遠隔医療支援ソリューションJoin Mobile Clinicを導入する。
朝日診療所の看護師が現地で患者をサポートし、各種医療機器を用いた検査を実施、取得した検査データを遠隔地の医師に連携することで、遠隔診療を実施する。
通信インフラには、従来のインターネット回線と次世代高速通信基盤IOWN/APNを採用。両環境を比較することで、超低遅延・広帯域通信が遠隔診療の質に寄与する技術
的有意性を明らかにする。

04

北海道、岩手県、沖縄県など横展開候補先

検査/診療の提供、情報の送信

医師の遠隔診療、指示

検査/診療の提供、
情報の送信

12.4km8.3km

【支援】朝日診療所

【被支援】只見公民館

【被支援】
布沢簡易郵便局＋医療コンテナ

© OpenStreetMap contributors

遠隔医療支援ソリューション
Join Mobile Clinic

遠隔医療支援ソリューション
Join Mobile Clinic



地域プラントの持続可能な運用を実現するリモートO&M※社会実装に向けた実証
実施体制
（下線：代表機関）

NTT東日本(株)、千代田化工建設(株)、シーメンス(株)、日本エマソン(株) 実証地域 ・神奈川県横浜市
・東京都調布市

目標
地域で運営されている既設のプラント環境では、人材不足や熟練技術者の高齢化や設備の老朽化により、従来の現地
対応を前提とした運営継続が困難となっている。IOWN APNを活用した遠隔地からの「リアルタイム情報収集」「一括運転・
保守」等によって、現場負荷の軽減、常駐人員の最適化、非熟練者の活用拡大を実現する。

通信技術 APN
(オール光ネットワーク)

実証概要
プラントの遠隔制御・保全を実現するにあたって、技術面ではAPNを活用した遠隔制御の実現可能性や遅延値の影響が未検証であり、運営面でも熟練者による遠隔支援を
前提とした役割分担/判断フローやセキュリティを含む運営モデルが確立されていない。

• 遠隔制御可否や映像伝送遅延の影響を確認するとともに、センシングデータの収集及びAIによる判断やロボット遠隔操作による現地確認の可否を検証
• 費用対効果等を定量化するとともに、遅延値を踏まえた実現可能なユースケースを見極め、横展開先へのVoC収集・検証による適切な運営モデルの検討
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国内外の遠隔地・僻地に大規模プラントを保有する企業、地方に中小規模プラントを複数保有する企業 等横展開候補先

As - Is To - Be
プラントA

プラントB プラントC

中央制御室

熟練技術者

技術者の人材
不足、高齢化

判断/スキルの
属人化

HMI

DCS/PL
C

制御基板室
収集データの

サイロ化

現場

現場作業者

フィールドバス接続

バルブ 計器不具合時の
確認作業

現場作業員の
採用難化

プラントB

集中管理拠点※
HMI

熟練技術者
バーチャル

PLC AI

拠点集約による
技術者の最適配置

データの一元化に
よる高度なAI活用

プラントC

プラントA※

Ethernet-APL

APNによる多拠点の
低遅延・高セキュリティ接続

現場

遠隔カメラ

バルブ 計器

大容量データの
リアルタイムUL

現地確認作業の
ロボット代替

■To-Be実現に向けた遠隔制御・リアルタイムデータ取得に関する検証をデモ環境で実施

巡回ロボット

センサ

イーサネット接続
（ワイヤレス含む）

低遅延カメラに
よる現地確認

※本実証においては実プラント環境ではない2拠点間をAPNで接続した技術検証を実施

拠点毎で品質に
ばらつきが発生

均一な品質で
安定運用

※オペレーション&メンテナンス
(Operation & Maintenance)



ローカル5G・Wi-Fi7・StarLinkとAIを活用した鉄道車両基地における車両外観検査高度化ソリューションの実装と横展開

実施体制
（下線：代表機関）

住友商事㈱、九州旅客鉄道㈱、しなの鉄道㈱、伊豆急行㈱、万葉線㈱、京阪電気鉄道㈱、アルピ
コ交通㈱、広島電鉄㈱、京福電気鉄道㈱、長野電鉄㈱、西日本旅客鉄道㈱、東急電鉄㈱、福岡
市交通局、西日本鉄道㈱、福井鉄道㈱、大阪市高速電気軌道㈱、叡山電鉄㈱、小田急電鉄㈱、
京都市交通局、神戸市交通局、公益財団法人 鉄道総合技術研究所

実証地域

長野県千曲市、静岡県伊東市、
福井県越前市、富山県高岡市、
京都府向日市、兵庫県神戸市、
大阪府寝屋川市、広島県広島市、
福岡県福岡市

目標
地域の重要な交通インフラを担う鉄道事業者では人手不足や収益低減により、車両検査の継続が困
難となる課題が存在。車両基地入口にカメラを設置し、画像・映像を無線で伝送し、AIによる異常検
知により検査工数を大幅に省力化することで、地域鉄道の持続性向上を実現する。

通信技術
WiFi7
Local5G
StarLink

実証概要
車両外観検査高度化ソリューションは性能が一定水準に到達したが、実装・横展開にあたり、①オペレーションの確立、各社環境が異なる中での②カメラ設置と無線配置
の最適箇所の検討、③AIの汎用化、が最後の課題となっている。そこで、以下の実証をつうじて、早期の普及展開を実現する。
 全国での試験運用：鉄道業界における標準化団体とともに、全国各地の複数鉄道事業者で試験運用を実施。最適に撮影できるカメラ位置を決定するとともに、その

位置をエリア化する無線環境を効率的に構築する手法を整理。また、オペレーションのベストプラクティスの確立とAIの汎用化を行う。
 可搬型試験機開発：複数社での簡便な試験運用を実現できるよう、任意地点に設置し、そこからインターネット接続できる無線を備えた試験機を開発する。
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試験運用実施先を主として連携を予定横展開候補先

車両基地入り口に
複数のカメラを設置。
映像をローカル5GやWi-Fi 7により伝送し
AI解析により、様々な項目を自動検知。
検知結果を無線でタブレットに送付。

異常
検知結果

床下用
ラインカメラ

屋根用
ラインカメラ

屋根用
エリアカメラ

可搬型試験機を開発

カメラ画像からAIが車両外観の異常を検知。
遠隔の担当者が結果を確認できるようにし、
検査を省力化するソリューションを開発中。

「可搬型試験機」を開発し、簡便に色々な箇所で
上記ソリューションの試験撮影可能な体制を構築。
全国で試験運用実施

試験機を用い、全国11社で試験運
用を実施。実装・横展開上の課題を
一気に打開する。

撮像用
PC

カメラ・照明

センサー

バッテリー

無線
アンテナ

ソリューション概要
AIによる異常自動検知
入出庫時にカメラで車両外観を撮影し、無線でデータを伝送。差分検知AIで異常を即時検知。
床下・屋根について、部品の落失・変形等の異常を判定。

実証内容



Wi-Fi HaLow (850MHz)＋サーマル・PTZカメラによる熊出没遠隔検知と宅内情報伝達実証
実施体制
（下線：代表機関）

イッツ・コミュニケーションズ、南砺市、日本ケーブルラボ、となみ衛星通信テレビ、DXアンテナ、Cueform 実証地域 富山県南砺市

目標 サーマルカメラ・連動PTZカメラ＋AIボックスとWi-Fi HaLow (850MHz)により、熊出没の自動検知、遠隔監視を行い
遠隔操作により、住民宅のテレビにプッシュ通知することで、在宅住民が熊出没情報をタイムリーに把握できるようにする。 通信技術 Wi-Fi HaLow 

(850MHz)

実証概要
• 実証地区2箇所に、複数台のサーマルカメラ・連動PTZカメラ＋AIボックスを設置し、熊出没検知を自動化する。Wi-Fi HaLow (850MHz)を活用し、約1.5km以上の

長距離映像伝送で、既設のネットワークに接続する。これにより、自治体職員が庁舎や外出先から遠隔確認できる環境を整備し、人的負荷の軽減効果を検証する。
• 熊出没検知の際、自治体職員が遠隔操作により住民宅のテレビに通知する。宅内にいる住民に対し、テレビを活用した情報伝達が防災行政無線等、他の伝達手段より

も情報伝達力が高いこと、及び検知（現在は目撃情報）から周知までの時間短縮を検証する。
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近隣自治体（調整中）、全国ケーブルテレビ事業者等横展開候補先

サーマルカメラ・連動PTZカメラ
＋AIボックス

約100m先まで
検出可能

(夜間も対応）

Wi-Fi HaLow
(850MHz)親機

約1.5km以上
長距離映像伝送

ONU

Wi-Fi HaLow
(850MHz)子機

熊出没
確認

テレビ・プッシュ
システム

OFF

テレビを
自動起動で

お知らせ

熊出没♪

遠隔確認
遠隔操作

(配信指示)

IPスティック

IP-STB

防災行政無線
（屋外向け）

なんと！
緊急メール

南砺市
防災アプリ

スピーカー付き
広報車

既存連絡網も活用

熊出没検知を
遠隔確認

1.サーマルで1次検知
2.PTZで画角を合わせて追従
3.画像解析で熊出没検知

実証イメージ

サーマル
カメラ連動
PTZカメラ
＋AIボック
スによる

熊出没の
遠隔監視

遠隔操作
で

住民宅の
テレビに
熊出没
情報を
プッシュ
通知

自治体
担当者

在宅住民
インターネット網

Lアラート等

熊出没目撃～住民周知までのプロセス

熊出没目撃
（住民）

目撃情報
通報

広報車で
現場駆付け

各所に連絡 防災無線
広報車で
住民周知

現場確認

駆付けは平均30分程度

Wi-Fi HaLow
（850MHz)

1.5km以上映像伝送

市役所で
状況確認

職員スマホで
確認し当該
地域住民宅
テレビを起動

熊出没AI検知＋Wi-Fi HaLow (850MHz)で遠隔監視
該当地域の住民宅テレビにプッシュ配信

サーマルカメラ・連動
PTZカメラ＋AIボックス

カメラ+AI等検知

HaLowで伝送
遠隔で
確認

現状・課題 → 目指す姿

放送が聞こえにくい
地区が点在

時間がかかり、
タイムリーでない

現状

目指す姿

光回線等の
ネットワーク網

住民通報
等に依存

巡回パトロール

即座にテレビ
にプッシュ配信



富士山エリア発 登山者避難支援・登山道危機観測DX実証と展開
実施体制
（下線：代表機関）

NECネッツエスアイ株式会社、山梨県、富士山科学研究所、富士吉田市、株式会社JDRONE、国立大学法人東京大
学、ソフィアプランニング株式会社、株式会社FLARE SYSTEMS、ドルビックスコンサルティング株式会社 実証地域 山梨県 富士吉田市

目標  火山噴火や登山者の負傷・遭難時の登山者位置情報把握及び避難支援の迅速化
 火山活動や登山道の状況を把握し、適切な登山道運用の実施 通信技術

ローカル5G、
Wi-Fi HaLow、
BWA

実証概要
富士山エリアでは、火山噴火時や平時の登山者異常時に、広範な登山道での登山者位置を把握し避難支援を即時に開始する必要がある。あわせて、登山者の安全確保
に向け、火山活動・登山道の危機観測による適切な登山道運用も求められる。
 ローカル5G×ドローンによる避難支援、及びローカル5G×RedCapによる関係者間連携の検証
 BWA×GPSデバイスによる登山者位置把握の検証
 Wi-Fi HaLow／BWA×観測センサによる火山活動・登山道危機のデータ取得の検証
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北海道、青森県、群馬県、長野県横展開候補先

本実証で期待される効果

① ドローンによる避難支援の迅速化
ローカル5G×ドローンと登山者位置情報の把握により、
遭難・ケガや火山噴火の有事に避難指示を迅速に開始
し、避難支援の対応力を高める。

② 位置情報の把握による登山者の安全性向上
登山者位置情報の常時把握により、誤ったルートのまま
下山する登山者数を削減するとともに、RedCap対応端
末を活用した関係者間コミュニケーション基盤により、避難
支援・危機観測の連携を強化する。

③ 観測センサによる登山道運用の安全性向上
Wi-Fi HaLow/BWA×観測センサにより、従来目視に
頼っていた登山道・火山活動の観測を効率化・常時化し、
気象急変等の危険事象を早期検知することで、登山道
運用における危機管理判断の精度を高める。



AI・IoTの活用による生産性向上で実現する養殖業の収益改善
実施体制
（下線：代表機関）

㈱ビットコミュニケーションズ、メルヘングループ㈱、中村牧場㈱、(資)ビットコミュニケーションズ、
㈱佐竹技研、香川県赤潮研究所、JF香川県漁連、香川高等専門学校 実証地域 香川県高松市、

香川郡直島町

目標 海上養殖事業における、環境変化と資材高騰による収益不安化と人手不足を、IoT・AIを活用した生簀・出荷船内環境
の可視化と効率化、及び赤潮予測と検査自動化により、業務の効率化と収益改善を目指す。 通信技術 Wi-Fi HaLow

実証概要
海上養殖事業の収益改善ソリューションの導入においては、飼育から出荷までの中での歩留まりをいかに向上させるか、またその間の業務コストをどれだけ削減できるか
が課題。本実証では、赤潮発生予測の精度検証と検査自動化、水質管理の移動パッケージ化を行い、収益改善効果の検証を実施。
• 赤潮のあらゆる発生要因を統合的に分析することで高度な予測モデルを構築、精度を検証する
• 赤潮発生検査の自動化と移送船内の水質可視化による歩留り向上と業務負荷低減の検証を行う
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香川県内の養殖事業者、全国の漁連横展開候補先

スケジュール
制御で自動運用

待機中は低消
費電力モード

海水採取 自動で検鏡 洗浄画像取得 自動送信

赤潮検査自動化

移動式生簀モニタリング
直島町での実証内容

赤潮予察システム

水質 気象 潮流 過去データ

予測モデル
構築

予測出力 アラート発報

高松市での実証内容

生簀と同様の水質モニタリング
を漁船内でも実現

生簀に設置したセンサーデータをWi-Fi HaLow
を通じて送信しリアルにモニタリング

生簀の赤潮の原因となる微生物の検査を
人の手を介さず自動化する

多様なデータを統合して解析し
赤潮発生の予測を行う



過疎地区における自営５GとWi-Fi7の自動運転・防災等への活用
実施体制
（下線：代表機関）

キヤノンビズアテンダ（株）、宇和島市、イツモスマイルデジタルソリューションズ（株）、宇和島ケーブルテレビ（株） 実証地域 宇和島市、愛媛県

目標
運行事業者の担い手不足が深刻化し、自家用車以外の移動手段が確保できない「交通空白」地域が拡大している。さ
らに当該地域は災害時における通信環境の脆弱性という課題がある。そのためローカル5G+地域5G‐BWA+MEC+Wi-Fi7
を活用した自動運転と自営通信基盤を統合的に構築し、移動手段の確保と防災通信の強靭化を同時に実現する。

通信技術
ローカル 5G＋地域
5G-BWA-MEC
Wi-Fi7

実証概要
自営5Gによる地域通信を実現し、Wi-Fi7 によるポイントツゥマルチポイント中継による面的自営5Gネットワークのエリア展開を行う。同通信を活用し、オンデマンド車両配車
システムによる自営5G自律運転車両運行を行い、「交通空白」の解消を行う。自動運転は予約制にし、キヤノンビズアテンダの天王洲センターで遠隔監視センター（予約配
車受付及び問い合わせ対応含む）を設置し運用する。また、平時は農業、災害時は災害状況把握・支援等に向けたドローン活用や防災情報配信活用等、地域全体の
通信整備及びデジタル化を推進し、持続可能な産業発展を支える。
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徳島県内自治体（調整中)、広島県内自治体（調整中)横展開候補先

道の駅みま 自営５G基地局

佛木寺

遠隔監視センター：自動運転車両の予約受付も行う
・自動運転等の通信状況を監視

自動運転：地域の移動手段確保+貨客混載を検討

①「交通空白」の解消
②防災・通信レジリエンスの向上
③地域DX・産業活性化

目指すべき姿

■フィールド：宇和島市三間地区
道の駅みまから佛木寺周辺までのルートを
自営5Gでカバーし自動運転車両を運用

■ドローン運用
・災害時の状況把握テスト

■自営5G通信エリア
（ローカル5G+地域5G・BWA）
・広域エリアを安定、高速カバー
・災害時でも独立して通信を確保
できるか検証



5G-BWAとローカル5GのNR-DC環境下で自動運転・AIによる工場内の安全安定操業の実現
実施体制

（下線：代表機関）

株式会社ハートネットワーク、住友化学株式会社、阪神ケーブルエンジニアリング株式会社、株式会社SHINPU、新居浜地域ス
マートシティ推進協議会（新居浜市、愛媛大学、新居浜工業高等専門学校、瀬戸内運輸株式会社） 実証地域 愛媛県新居浜市

目標
地⽅製造業では、人口減少による⼈材確保と技能継承が難しくなり、設備保全や安全安定操業が⼤きな課題。地域全体においても、⼈⼝
減少に伴う⼈⼿不⾜と⾼齢化が進む中、交通難⺠化への対策が急務
工場内に無線網を整備し、⾃動運転バスによる移動効率化や、車載カメラのAI分析で施設の保全業務の省⼒化や保安・防災⼒を強化
将来は市内全域の交通網整備や道路インフラ点検省⼒化も視野に、地域⼀体で持続可能な住み良いまちづくり実現の基盤構築を推進

通信技術
地域BWA（5G-
BWA）、ローカル5Gの
連携（NR-DC）

実証概要
工場内における自動運転や付随した点検等の実装を図るため、5G-BWAとローカル5Gを組合わせた地域無線網を整備し、自動運転バス等を用いた実証を行なう
NR-DC技術による5G-BWAとローカル5Gの一体運用環境下で、自動運転バスの遠隔監視で映像が途切れなく伝送でき、レベル4を満たすことを実証
工場内の実証環境で、自動運転バスが交通混雑時に計画ルートを遅滞なく自動走行し、安全に走行できることを実証
車載カメラを活用した構内自動巡回による映像データのAI分析で道路面破損検知等の精度を検証し、保全業務の省力化や工場の安全安定操業への効果を実証
バスの乗降記録と入構ID/デバイスを紐づけ、災害時等に入構者の位置情報が迅速に把握できるプラットフォームの整備に向けた実証
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愛媛県内自治体、愛媛県内企業（製造業）横展開候補先

地域BWAは、km単位で
カバーエリアが広いため、
5G-BWAによる低遅延を
活かして広域での整備を
想定

ローカル5G（sub6）のカ
バーエリアは300m程度と
狭いため、5G-BWAエリア
内で高トラフィックが必要な
エリアのみ、疎らなスポット整
備を想定

道路の割れ・陥没などインフラや施設、あるいは災害をAIカメ
ラで巡回点検・監視（実装時はリアルタイム監視まで想定）

地域BWA
5G基地局

ローカル5G
sub6基地局

実証場所：住友化学愛媛工場
乗降記録と入構ID/デバイスを紐付
け、工場内の滞在エリアを自動把握

レベル2自動運転バスを
活用してレベル4を実証

※） デュアルコネクティビティ：端末が、複数の基地局と同時
に接続する技術で、通信速度の向上や、柔軟に接続先
を切り替えることで安定した高速通信が可能となります

5G-BWAとローカル5G（sub6）のNR-DC（デュアルコネクティビティ ※）による、シームレスな通信環境（映像伝送等）を検証
（別々な2つの無線を組み合わせてシームレスに一体運用する仕組みの検証は、本実証が初めての試み）



オール光ネットワーク(APN)を活用したマイクロサージェリーロボット遠隔操作実証事業

実施体制
（下線：代表機関）

九州大学、F.MED（株）、NTTドコモビジネス（株）、一般社団法人日本外科学会、（株）セラン 実証地域 福岡県福岡市
大分県別府市

目標
IOWNの超低遅延（往復5ms）・大容量（10Gbps〜100Gbps）通信により、微細血管縫合ロボット（マイクロサー
ジェリーロボット）の遠隔操作と遠隔手術アノテーション指導を実現し、地方でも都市部と同等の高度手術指導環境
を構築。外科領域唯一のIOWN実証案件として、日本の外科技術の国際展開基盤確立をめざす。

通信技術 IOWN/APN
オール光ネットワーク

実証概要

九州大学関連１４施設横展開候補先

地方病院では外科医の不足が深刻化し、手術の集約化により患者は遠方の大病院への通院を余儀なくされている。
既存通信回線では4K非圧縮映像伝送が不可能で、微細手術の安全な遠隔操作・指導が実現できないという課題が存在。
● IOWN/APN回線（福岡⇔別府）上で、4Kステレオ映像の非圧縮伝送（帯域12Gbps以上・往復遅延5ms以下）を行い、微細血管縫合ロボットの遠隔操作に必要な通信品質を検証
● 画像追従型リアルタイムアノテーションシステム（九州大学特許出願中）による遠隔手術指導の臨床有効性を検証。IOWNが届かない地域でもインターネット回線で利用可能な設計によ
り、全国横展開の実現性を検証
● ロボット遠隔操作の安全性（縫合成功率）、通信安定性（パケットロス率）、術者操作満足度を定量的に評価し、社会実装の要件を確立

主
な
目
的

微細血管縫合ロボット × IOWN 4K/8K非圧縮伝送

別府病院（手術室）
微細血管縫合ロボット
4K3Dステレオカメラ
非圧縮映像伝送装置
双方向音声通信

IOWN/APN
←→ 

非圧縮4K
往復5ms 

 10-100Gbps
完全閉域網

 
外科領域唯一のIOWN実証

副
目
的

遠隔手術アノテーション指導（Zao X / Zao View 圧縮伝送）
IOWNが届かない地域でもインターネット回線で利用可能。
画像追従型アノテーション（九大特許出願中）＋ONEボタン制御BOX。全国横展開を前提とした設計。

【社会実装・横展開】
● IOWN拠点：ロボット遠隔操作（高難度微細手術）
● その他地域：アノテーション指導（全国の病院）
● 2029年目標：九州大学関連14施設 → 全国30-50ユニット
● アジア諸国への国際展開（海外研修医フォローアップ）

 日本の外科技術を世界へ輸出する基盤構築
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